
２０２３年４月 

在ニカラグア日本大使館 

ニカラグア定期報告（２０２３年４月） 

【要旨】 

内政面では、ニカラグア国会が、２０１８年４月に発生した社会騒乱発生から５周年を

迎える４月１９日を「国家平和の日」に制定した一方で、反政府派は国外でデモを行っ

た。外交面では、ラブロフ露外相がニカラグアを訪問し、オルテガ大統領らと会談を実施

した他、中国からも高官が来訪した。 

 

【主な出来事】 

１ 内政 

（１）「国家平和の日」の制定と反政府派によるデモ 

ア １７日、ニカラグア国会は、２０１８年４月に発生し、３００名以上の死者を出した

とされる社会騒乱から５周年を迎えるに際し、同騒乱のきっかけとなったデモが開始され

た４月１９日を「国家平和の日」に制定した。 

イ 一方で、反政府派は、米国、カナダ、スペインなど世界各地で民主化及び平和を求め

るデモを行った。 

 

（２）私立大学及びＮＧＯに対する法人格取消 

ア ２５日、内務省は、規則違反があったとして３つの私立大学の法人格を取り消したと

発表した。これにより、２０２２年から１５の私立大学の法人格が取り消されたことにな

る。 

イ １５日及び２８日、内務省は、それぞれ合計４６団体のＮＧＯの法人格を取り消した

と発表した。これにより、２０１８年から法人格を取り消されたＮＧＯは３，３６２団体

となった。 

 

（３）新型コロナウイルス感染症 

５月２日、保健省（ＭＩＮＳＡ）は同日時点の国内感染状況について４月２５日から５

月２日までの週間レポートを以下のとおり発表した（括弧内は前回数値）。 

・新規感染者数：９名（９名） 

・累計感染者数：１５，７０４名（１５，８９７名） 

・新規死亡者数：０名（０名） 

・累計死亡者数：２４８名 

・累計治癒者数：１５，４５０名（１５，４４３名） 

 

２ 外交  

（１）米国 
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 １９日、米財務省は、反政府派に対する訴追、収監及び追放に協力したことを理由とし

て、ニカラグア人裁判官３名に制裁を課したと発表した。 

 

（２）ＥＵ 

ア １８日、スタノＥＵ報道官は、「国家平和の日」の制定（上記１（１））に際し、こ

れまでニカラグアにおいて全国的な抗議行動が行われてきたことに対し、ニカラグア政府

による市民への弾圧を批判する旨声明を発出した。 

イ これに対し、モンカダ外相は、これを痛切に非難するとともに、フェルナンド・ポン

ス新ＥＵ大使に与えられていたアグレマンを停止する旨声明を書簡にて発表した。 

 

（３）中国 

ア Luo Zhaohui 中国国家国際発展合作署（ＣＩＤＣＡ）総裁のニカラグア訪問 

１４～１６日、Luo Zhaohui 中国国家国際発展合作署総裁はニカラグアを訪問し、オル

テガ大統領及びムリージョ副大統領と会談した。また、１４日、同総裁は、火力発電所復

興及び住宅建設に関する新規プロジェクトに署名した。１６日には、中国支援による全国

に合計１２，０３４戸の住宅を建設する「ヌエバス・ヴィクトリアス」住宅計画（第１フ

ェーズ）起工式に出席した。 

イ Cai Wei 中国外務省ラテンアメリカ・カリブ部長のニカラグア訪問 

２４日、ニカラグアを訪問中の Cai Wei 部長は、ラウレアノ・オルテガ投資・貿易・国

際協力担当大統領顧問他と両国の協力と交流に関する会談を実施した。 

 

（４）中米統合機構（ＳＩＣＡ） 

 １７日、モンカダ外相は、中米統合機構（ＳＩＣＡ）臨時閣僚審議会（バーチャル）に

おいて、ロシアのＳＩＣＡへのオブザーバー加盟を認め、台湾を排除すべしと主張した。 

 

（５）ロシア 

ア １９日、ラブロフ露外相は、ラテンアメリカ・ワーキングツアーの一環としてニカラ

グアを公式訪問し、オルテガ大統領及びムリージョ副大統領他との会談を実施した。 

イ ２７日、ニカラグア政府は、ロシア製市内循環及び都市間移動用バス１５０台がニカ

ラグアに新たに到着したと発表した。 

 

３ 経済 

（１）対外債務 

 ４日、ニカラグア中央銀行（ＢＣＮ）は、２０２２年の対外債務が、昨年同時期比２％

増となる１４９億３７０万ドルであったと発表した。その内の５４．５％が公的セクター

の債務であり、残りの４５．５％は民間セクターのものである。 
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（２）海外直接投資 

 １２日、ＢＣＮは、ニカラグアへの海外直接投資（ＦＤＩ）が、前年比２５．３％増の

１８億４，２３０万米ドルであったと発表した。米国が全体の３０．９％を占め、カナダ

（１５．５％）、メキシコ（１３．２％）、パナマ（８．１％）と続く。再投資が全体の

７３．１％を占めるも、純投資について見れば、セクター別ではエネルギー鉱山分野が３

５．９％を占めてトップとなった。 

 

（３）主要必需品価格 

１８日、情報開発庁（ＩＮＩＤＥ）は、２０２３年第１四半期の一般家庭の主要必需品

計５３品目の合計（Canasta Básica）が１８，９７３コルドバ（約７０，０２６円）であ

ったと発表した。 

 

 

＜主要経済指標＞ 

  
2021 年 

2 月 

2022 年 

2 月 

2023 年 

1 月 2 月 3 月 

年間累計インフレ率   1.11% 1.62% 0.10% 1.18% 1.68％ 

貿易収支（百万ドル） ▲104,3 ▲182.1 ▲145.6 ▲208.5 未発表 

輸出 FOB（百万ドル） 290.2 318.5 361.5 345.2 未発表 

輸入 FOB（百万ドル） 394.6 500.7 507.2 553.8 未発表 

海外送金受取額 （百万ドル） 153.6 202.2 317.0 330.6 372.7 

外貨準備高（百万ドル/期末） 3,276.7 4,135.4 4,524.0 4,681.6 4,853.8 

（出典：ニカラグア中央銀行、インフレ率のみ開発情報庁（INIDE）） 


